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平成２６年度 部局自己評価報告書 （サイバーサイエンスセンター） 

 

Ⅲ 部局別評価指標  

１ 東北大学グローバルビジョンにおいて各部局が定めた「部局ビジョン」の重点戦略・展開

施策または部局第２期中期目標・中期計画における特色ある取組の進捗状況と成果 

※ 評価年次報告「卓越した教育研究大学へ向けて」で報告する内容 
 

１．重点戦略・展開施策 1「戦略的スーパーコンピューティング基盤の強化及び人材育成の推進」

に関して、以下の取組を実施した。 

 

(1) 高性能計算基盤の強化に関する取組 

 高性能計算基盤の強化を目的として、平成 25 年度から 26年度にかけて、並列コンピュータとス

ーパーコンピュータから構成される現有大規模科学計算システムの更新・調達作業を行っている。

平成 25年度は、並列コンピュータを 10 倍以上の性能を有する最新のシステムに更新し、併せて 4PB

の大規模ファイルシステムおよび 3 次元可視化システムを新規に導入し、平成 26 年 4 月から運用

している。並行して、現有スーパーコンピュータの 25 倍以上の性能を有するシステムの調達を進

めるとともに、これら大規模科学計算システムを効率的に運用するための新スパコン棟の建設も進

めている。建物完成および新システム完全運用は本年 10 月を予定しており、これらのシステムは

世界有数の強力な高性能基盤として全国の研究者に提供される。また、サイバーサイエンスセンタ

ー自主事業として、センターのスーパーコンピュータを利用する学内外の研究者が開発したシミュ

レーションプログラムの高速化にも取組み、平成 25年度 7件，平成 26年度 9件のプログラムに対

して単体性能では平均 17倍、並列性能では平均 13倍のプログラムの高速化を実現し、シミュレー

ションを必要とする先端科学技術の推進に貢献している。 

 

(2) 高性能計算に関する全国共同利用・共同研究拠点活動 

 サイバーサイエンスセンターは全国共同利用型の 7大学スーパーコンピュータセンターと連携し

てネットワーク型の「学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点」を形成し、文科省の認定を受

け平成 22年度から活動をしている。平成 25年度は、全国の研究者とセンターの教員が密に連携し

て取り組む 8件の共同研究を実施している。また、拠点で採択した共同研究の成果発表の場として、

学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点シンポジウムを共同開催し、計算科学・計算機科学分

野の振興に貢献している。 

 

(3) HPCI(革新的ハイパフォーマンスインフラ)システム整備と HPCIコンソーシアム活動 

 サイバーサイエンスセンターは、スーパーコンピュータ「京」を中核とし全国の大学・研究所に

設置されたスーパーコンピュータを連携させ、単一認証で利用可能な HPCI(革新的ハイパフォーマ

ンスインフラ)システムの整備と運用に中核的な組織として参画し、我が国の高性能計算基盤の安

定化かつ利用環境の高度化に貢献している。また、HPCI システムを利用する全国研究者コミュニテ

ィ組織である一般社団法人「HPCIコンソーシアム」の設立、および運営にも役員として中心的役割

を果たし、HPCI システム運営のあり方や将来の HPCI システムのあり方など様々な提言の取りまと

めをするなど HPCI システムの構築を主導し、我が国の計算科学技術振興に貢献している。 

 

(4) 次世代スーパーコンピューティング技術に関する産学研究開発拠点形成と学際的、かつ実践的
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な人材の育成に関する取組 

 次世代スーパーコンピューティング技術に関する研究開発と計算科学・計算機科学の両面に精通

した学際的人材育成を目的とする産学連携拠点の形成を目指して、高性能計算技術開発（NEC）共

同研究部門を開設し、企業から客員教授 1 名、客員准教授 1名を任用し、加えて本学の教員 3名、

情報基盤課の技術職員 6名、客員教授 1名の体制で 4年間の研究活動を開始した。 

 

(5) 高性能計算基盤を活用した社会貢献活動 

 社会貢献の一環として、平成 23 年度にサイバーサイエンスセンター自主事業「大規模科学計算

システム民間企業利用サービス」を開始しており、全体の 10％程度の計算機資源を民間利用に提供

している。この制度により平成 25 年は 2 件の企業が利用している。サイバーサイエンスセンター

のスーパーコンピュータを活用した平成 25-26年度の民間企業成果事例としては、国内初の短距離

航空機である MRJ（三菱航空機㈱）の開発や高性能タイヤの開発（横浜ゴム、世界最大規模のタイ

ヤトレードショー「ライフェン 2014」でイノベーションアワードを受賞）などがある。さらに平成

26 年度には、宮城県・大阪大学・組込みシステム産業振興機構・みやぎ組込み産業振興協議会と連

携しながら、同 4 月から運用を開始した三次元可視化システムを用いて、組込みソフトウェア分野

の高度な人材育成カリキュラム「組込み適塾」を大阪大学・東北大学間における遠隔配信により開

催し地域産業の振興にも貢献している。この取組は河北新報など多くのメディアにも取り上げられ

た。 

 

(6)その他 

 文部科学省の「将来の HPCI システムのあり方」など様々な有識者会議のメンバーとして、我が

国の次世代スーパーコンピュータ開発のあり方や将来の HPCI システム構築などに関する提言を取

りまとめ、我が国の高性能計算技術開発に関する政策立案や評価に貢献している。 

 

２．重点戦略・展開施策 2「全学共通情報基盤の整備と運用」に関して、全学の情報化推進整備計

画に基づき、情報シナジー機構における全学共通情報基盤の整備と運用に関して、その中核的組織

としてアクションプランの実現を推進する以下の取組を担った。 

 

(1) 基幹ネットワーク（TAINS）のレンタル契約期間終了にあたり機材更新を延期して 2 年間延長

契約することによりコスト削減とその分での基幹サーバ更新を可能としつつ、次期の構想検討

に着手した。既存サービスの充実として、TAINS WiMAX 接続サービスを開始し、全学ファイア

ウォールの導入に向けて検討を行った。 

(2) 全学統合認証システムについて、連携システムの増加と東北大 ID 配布対象者の増加に対応し

て、新システムの構築にあたった。 

(3) 情報セキュリティ対策の強化に必要な規則と体制の整備として、アプリケーションの技術に関

する細則と情報システムの調達における情報セキュリティ要件ガイドラインを策定し、コンピ

ュータネットワーク安全・倫理に関するガイドラインを改訂した。 

(4) 本学教職員の統一的な連絡手段の基盤となる「全学教職員メールシステム」の導入に向けて検

討を行った。 

(5) 全学のソフトウェアライセンスに関する経費節減、管理負担低減、コンプライアンス遵守のた

めの包括的なライセンス契約に関して、具体的な共同購入方式等の検討を行った。 
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３．重点戦略・展開施策 3「サイバー情報通信基盤技術の研究開発と人材育成の推進」に関して、

以下の取組を実施した。 

 

(1) 国際的大学間無線 LANローミング基盤 eduroamは当センターが日本の先陣として導入したもの

であり、引き続き現在まで国内各大学への導入支援と国際運用を担っている。研究開発面では、

多数の大学がある状況の日本でも安定運用が可能で高セキュリティを実現できるネットワー

クアクセス制御・運用技術についての提案から実運用・評価までを、サイバー情報通信基盤に

関する臨床的研究開発を行う本センターの特質を活かし、産学官連携により実施してきた。そ

の成果である大学間認証連携に基づく集中的認証方式の「代理認証システム」を採用して、国

内の eduroam は約 80 の大学で運用されている。さらに、この新方式の技術を応用した提案に

より、総務省の耐災害情報通信研究の平成 24 年度公募に課題「災害時避難所等における局所

的同報配信技術の研究開発」が採択され、継続して平成 25 年度も「災害時避難所等における

ネットワークリソース制御技術の研究開発」を行った。その終了評価において「社会的必要性

の高い研究開発であり、また、基本計画書における目標を上回る有効かつ効率的な研究開発で

ある。」との高い評価を得た。 
(2) 菅沼教授は、総務省「ICT グリーンイノベーション推進事業(PREDICT)」として採択された委託

研究「情報システムの省電力化を実現する次世代ネットワーク管理技術の研究開発」に研究分

担者として参画し、ネットワーク管理システムをベースとした、ICT 機器の消費電力の見える

化、無駄削減の自律化等に関する研究開発と実証実験を行い、成功裏にプロジェクトを終了し

た。特に研究成果として、東北大学病院の大規模ネットワーク環境における消費電力の見える

化実証実験と、国際標準化活動が高く評価されている。また、テレビのニュースにて研究成果

が放映されるなど、社会的にも注目されている。 

(3) 文部科学省「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」（enPiT）の 15 大学

院の一つとして本学情報科学研究科がセキュリティ分野に参加して、幅広い産業分野において

求められている「実践的なセキュリティ技術を習得した人材（実践セキュリティ人材）の育成」

を実施しているが、曽根教授が実践的情報教育推進室長として他大学との企画調整及び「ハー

ドウェアセキュリティ演習」を、菅沼教授が「ネットワークセキュリティ実践」を担当して、

他大学及び産業界等と連携した実践演習の実施を推進して、平成 25 年度は 6 名のコース修了

者を認定した。 

 

４．重点戦略・展開施策 4「 サイバー医療技術開発と人材育成の推進」に関して、以下の取組を実

施した。 

 「サイバー医療技術開発と人材育成の推進」の一環として、平成 25 年度文部科学省と独立行政

法人科学技術振興機構の革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）において、「さりげ

ないセンシングと日常人間ドックで実現する理想自己と家族の絆が導くモチベーション向上社会

創生拠点」が採択され、吉澤教授が参画している。この取組の中で、ビデオカメラによる遠隔的脈

波情報抽出と日常的な自律神経機能評価方法の開発を進めている。 

 


